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〇 土地改良施設突発事故復旧事業（補助）実施要綱（平成30年３月30日付け29農振第2308号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

土地改良施設突発事故復旧・防止事業（補助）実施要綱 

 

土地改良施設突発事故復旧事業（補助）実施要綱 

 

第１ 目的 

土地改良施設突発事故復旧・防止事業（以下「本事業」という。）は、

土地改良事業等によって造成された施設について、突発的な事故（以

下「突発事故」という。）により機能の低下又は喪失が生じた場合にお

ける機能回復を行うとともに、事故の未然防止を図ることにより、農

業被害を始めとする地域への被害を防止し、もって農業者の経営安定

に資することを目的とする。 

 

第１ 目的 

土地改良施設突発事故復旧事業（以下「本事業」という。）は、土地

改良事業等によって造成された施設について、突発的な事故（以下「突

発事故」という。）により機能の低下又は喪失が生じた場合における機

能回復を行い、農業被害を始めとする地域への被害を防止し、もって

農業者の経営安定に資することを目的とする。 

 

第３ 定義 

１ 本事業の対象となる突発事故被害とは、法第２条第２項第５号に

規定する土地改良施設の突発事故被害（突発的な事故による被害を

いう。以下同じ。）をいう。ただし、次に掲げる各号のいずれかに該

当するものは、対象としない。 

（１）～（５）（略） 

２ （略） 

 

第３ 定義 

１ 本事業の対象となる突発事故被害とは、法第２条第２項第５号に

規定する土地改良施設の突発事故被害（突発事故による被害をい

う。以下同じ。）をいう。ただし、次に掲げる各号のいずれかに該当

するものは、対象としない。 

（１）～（５）（略） 

２ （略） 

 

第４ 事業内容 

１ 土地改良施設突発事故復旧事業 

土地改良施設において突発事故被害が発生し、機能が低下又は喪

失した場合に行う次の各号に掲げるもの（以下「突発事故復旧事業」

という。）とする。 

第４ 事業内容 

（新設） 

本事業の事業内容は、土地改良施設において突発事故被害が発生し、

機能が低下又は喪失した場合に行う次の各号に掲げるもの（以下「突

発事故復旧事業」という。）とする。 
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（１）・（２）（略） 

（３）緊急応急工事 

前二項及び（４）に掲げるもののうち、地方農政局長等（北海道

にあっては農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務

局長（以下「沖縄総合事務局長」という。）。以下同じ。）が緊急に

施行する必要があると認める応急工事であって、農村振興局長が

別に定めるもの 

（４）類似被害防止工事 

（１）から（３）により復旧する当該突発事故被害と類似の被害

を防止するための措置 

２ 土地改良施設事故防止事業 

老朽化したこと又は地盤の沈下、市街化の進展その他の周辺地域

の自然的社会的条件の変化等に起因して脆弱化したことにより決壊

その他の事故による被害が生ずるおそれがある場合に行う当該事故

の未然防止を図るための措置（以下「事故防止事業」という。） 

 

１・２ （略） 

３ 緊急応急工事 

前二項に掲げるもののうち、地方農政局長等（北海道にあっては

農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長（以下「沖

縄総合事務局長」という。）。以下同じ。）が緊急に施行する必要があ

ると認める応急工事であって、農村振興局長が別に定めるもの 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

第５ 事業の採択等 

１ 本事業の対象施設 

本事業の対象となる施設は、法第２条第２項第１号に規定する土

地改良施設（農業水利制御システム（農業用用排水施設に附帯する

水位や流量等の管理を総合的に行うシステム）を含む。以下同じ。）

とする。ただし、突発事故により直接的に農業生産や営農活動に影

響が生じない施設の復旧又は事故の防止として農村振興局長が別に

定めるものは、本事業の対象としない。 

２ 本事業の実施要件 

本事業の実施に当たっては、次に掲げる全ての要件を満たすもの

第５ 事業の採択等 

１ 本事業の対象施設 

本事業の対象となる施設は、法第２条第２項第１号に規定する土

地改良施設（農業水利制御システム（農業用用排水施設に附帯する

水位や流量等の管理を総合的に行うシステム）を含む。以下同じ。）

とする。ただし、突発事故により直接的に農業生産や営農活動に影

響が生じない施設の復旧として農村振興局長が別に定めるものは、

対象としない。 

２ 本事業の実施要件 

本事業の実施に当たっては、次に掲げる全ての要件を満たすもの
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とする。 

（１）事業実施により復旧又は事故が防止される土地改良施設の末端

支配面積（当該施設の利益を受ける農用地の面積をいう。）がおお

むね20ヘクタール以上（中山間地域（地勢等の地理的条件が悪く、

農業の生産条件が不利な地域であって、農村振興局長が別に定め

る地域。）にあっては、おおむね10ヘクタール以上）のものである

こと。ただし、農村振興局長が別に定める場合にあっては、この限

りではない。 

（２）復旧又は事故の防止に要する事業費が１箇所当たり200万円以上

となるものであること。 

（３）（略） 

３ （略） 

４ 本事業により行う工事の範囲 

（１）突発事故復旧事業 

突発事故復旧事業により行う工事は、突発事故の発生した土地

改良施設の復旧及び当該復旧に必要な工事並びに当該土地改良施

設において当該突発事故被害と類似の被害を防止するために必要

な工事とする。 

（２）事故防止事業 

事故防止事業により行う工事は、以下の事項を全て満たす工事

とする。 

ア 機能診断等によって、以下のいずれかに該当する事故の兆候

が認められた土地改良施設の事故の未然防止に必要な工事であ

ること。 

（ア）従前の機能診断の想定よりも健全性の低下が加速している

こと等が認められ、施設の変状、漏水等が確認されたもの。 

とする。 

（１）事業実施により復旧される土地改良施設の末端支配面積（当該

施設の利益を受ける農用地の面積をいう。）がおおむね20ヘクター

ル以上（中山間地域（地勢等の地理的条件が悪く、農業の生産条件

が不利な地域であって、農村振興局長が別に定める地域。）にあっ

ては、おおむね10ヘクタール以上）のものであること。ただし、農

村振興局長が別に定める場合にあっては、この限りではない。 

 

（２）復旧に要する事業費が１箇所当たり200万円以上となるものであ

ること。 

（３）（略） 

３ （略） 

４ 本事業により行う工事の範囲 

（新設） 

本事業により行う工事は、突発事故の発生した土地改良施設の復

旧及び当該復旧に必要な工事とする。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

（イ）突発事故が発生した土地改良施設と構造、地盤、地質、経過

年数等が同様で、変状、漏水等が確認されたもの。 

（ウ）自然的社会的条件の変化等に起因して機能の低下又は喪失

が生じることが予見されるもの。 

イ 事故が発生した場合の地域の社会及び経済に及ぼす影響が以

下のいずれかに該当すること。 

（ア）代替水源等がなく、農業生産や営農活動に支障が生じる。 

（イ）人命、家屋、公共施設等に被害が生じる。 

（ウ）生活用水、工業用水等の供給に支障が生じる。 

５ 効用を兼ねる施設に係る突発事故又は事故の兆候 

２以上の農業上の効用を有する土地改良施設及び土地改良施設と

しての効用とそれ以外の用途としての効用とを兼ねる工作物（以下

「兼用工作物」という。）について本事業を採択する場合には、次の

各号に定める基準によるものとする。 

（１）２以上の農業上の効用を有する土地改良施設については、最大

の効用を有する土地改良施設の工種に係る本事業とする。 

 

（２）兼用工作物については、原則として、当該工作物の事業費を土地

改良施設としての効用とそれ以外の用途としての効用との割合に

応じて振分け、土地改良施設に係る金額の範囲内で行うものを土

地改良施設に係る本事業とする。 

６ 他事業で計画又は施行中の区域内における突発事故又は事故の兆

候 

本事業以外の事業（実施中又はその実施が確実に見込まれるもの

に限る。以下「他事業」という。）の計画区域内で本事業を採択する

場合には、突発事故の状況又は事故の兆候を勘案して他事業の計画

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 効用を兼ねる施設に係る突発事故 

２以上の農業上の効用を有する土地改良施設及び土地改良施設と

しての効用とそれ以外の用途としての効用とを兼ねる工作物（以下

「兼用工作物」という。）に係る突発事故復旧事業を採択する場合に

は、次の各号に定める基準によるものとする。 

（１）２以上の農業上の効用を有する土地改良施設については、最大

の効用を有する土地改良施設の工種に係る突発事故復旧事業とす

る。 

（２）兼用工作物については、原則として、当該工作物の突発事故復旧

事業費を土地改良施設としての効用とそれ以外の用途としての効

用との割合に応じて振分け、土地改良施設に係る金額の範囲内で

行うものを土地改良施設に係る突発事故復旧事業とする。 

６ 他事業で計画又は施行中の区域内における突発事故 

 

突発事故復旧事業以外の事業（実施中又はその実施が確実に見込

まれるものに限る。以下「他事業」という。）の計画区域内で発生し

た事故に係る突発事故復旧事業を採択する場合には、突発事故の状
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を検討の上、本事業の内容を決定するものとする。 

 

７ （略） 

 

況を勘案して他事業の計画を検討の上、突発事故復旧事業の内容を

決定するものとする。 

７ （略） 

 

第６ 事故又は事故の兆候報告 

都道府県知事は、第５の１の施設において、本事業の実施が必要な

場合には、地方農政局長（北海道にあっては国土交通省北海道開発局

長を経由して農村振興局長、沖縄県にあっては沖縄総合事務局長。以

下同じ。）に対し、以下のとおり報告するものとする。 

 

 

１ 突発事故復旧事業 

事故発生後１週間以内に農村振興局長が別に定める様式により被

害状況、被害額等を報告するものとする。 

２ 事故防止事業 

事故の兆候を確認後、速やかに農村振興局長が別に定める様式に

より事故の兆候、事故が生じた際の社会及び経済に及ぼす影響等を

報告するものとする。ただし、事故の兆候の分析等に不測の日数を

要する場合は、この限りでない。 

第６ 事故報告 

都道府県知事は、第５の１の施設において突発事故が発生し、本事

業の実施が必要な場合には、地方農政局長（北海道にあっては国土交

通省北海道開発局長を経由して農村振興局長、沖縄県にあっては沖縄

総合事務局長。以下同じ。）に対し、事故発生後１週間以内に農村振興

局長が別に定める様式により被害状況、被害額等を報告するものとす

る。 

（新設） 

 

 

（新設） 

第７ 事業の実施 

１ 突発事故復旧事業 

（１）第５の１の施設において突発事故が発生し、事業実施主体が突

発事故復旧事業を実施するときは、応急工事計画（法第49条（第84

条において準用する場合を含む。）及び第87条の５第１項（第96条

の４において準用する場合を含む。）に規定する応急工事計画をい

う。）として農村振興局長が別に定める事業計画に関する書類を、

第７ 事業の実施 

（新設） 

１ 第５の１の施設において突発事故が発生し、事業実施主体が本事

業を実施するときは、応急工事計画（法第49条（第84条において準用

する場合を含む。）及び第87条の５第１項（第96条の４において準用

する場合を含む。）に規定する応急工事計画をいう。）として農村振

興局長が別に定める事業計画に関する書類（以下「事業計画書等」と
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現地調査の上、速やかに作成しなければならない。 

（２）事業採択の申請については、以下のとおりとする。 

ア 都道府県が事業を行う場合には、都道府県知事は、事業計画

に関する書類を事故発生後60日以内に地方農政局長に提出しな

ければならない。 

イ 市町村、土地改良区又は土地改良区連合が事業を行う場合に

は、事業計画に関する書類を事故発生後60日以内に都道府県知

事に提出し、都道府県知事は、これを確認の上、地方農政局長に

提出しなければならない。 

ウ 都道府県知事は、事業計画に関する書類を提出するときは、

あらかじめ当該突発事故復旧事業の設計単価及び歩掛につい

て、地方農政局長に協議し、その同意を得なければならない。 

２ 事故防止事業 

（１）第５の１の施設において事故の兆候があり、事業実施主体が事

故防止事業を実施するときは、緊急防災等工事計画（法第87条の

４第１項（第96条の４において準用する場合を含む。）に規定する

緊急防災等工事計画をいう。）として農村振興局長が別に定める事

業計画に関する書類を、本事業の実施の必要性を確認するための

予備調査を行った上で作成しなければならない。 

（２）事業採択の申請については、以下のとおりとする。 

ア 都道府県が事業を行う場合には、都道府県知事は、事業計画

に関する書類を事故の兆候確認後、予備調査を行った上で地方

農政局長に提出しなければならない。 

イ 市町村が事業を行う場合には、事業計画に関する書類を事故

の兆候確認後、予備調査を行った上で都道府県知事に提出し、

都道府県知事は、これを確認の上、地方農政局長に提出しなけ

いう。）を、現地調査の上、速やかに作成しなければならない。 

２ 事業採択の申請については、以下のとおりとする。 

（１）都道府県が事業を行う場合には、都道府県知事は、事業計画書等

を事故発生後60日以内に地方農政局長に提出しなければならな

い。 

（２）市町村、土地改良区又は土地改良区連合が事業を行う場合には、

事業計画書等を事故発生後60日以内に都道府県知事に提出し、都

道府県知事は、これを確認の上、地方農政局長に提出しなければ

ならない。 

（３）都道府県知事は、事業計画書等を提出するときは、あらかじめ当

該突発事故復旧事業の設計単価及び歩掛について、地方農政局長

に協議し、その同意を得なければならない。 

（新設） 
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ればならない。 

ウ 都道府県知事は、事業計画に関する書類を提出するときは、

あらかじめ当該事故防止事業の設計単価及び歩掛について、地

方農政局長に協議し、その同意を得なければならない。 

 

第８ 事業費の決定及び通知等 

１ 地方農政局長等は、第７の規定により提出された事業計画に関す

る書類を受理したときは内容を審査の上、当該事業の事業費を決定

し、農村振興局長が別に定める様式による採択通知書を交付して、

その結果を都府県知事（北海道にあっては、北海道開発局長を経由

して北海道知事）に通知する。 

２ １により通知を受けた都道府県知事は、当該事業計画に関する書

類の変更（軽微なものを除く。）をしようとするときは、農村振興局

長が別に定めるところにより、あらかじめ地方農政局長に協議し、

その同意を得なければならない。 

３ １により通知を受けた都道府県知事は、当該事業を中止し、又は

廃止したときは、農村振興局長が別に定めるところにより、その旨

を地方農政局長に報告しなければならない。 

 

第８ 事業費の決定及び通知等 

１ 地方農政局長等は、第７の規定により提出された事業計画書等を

受理したときは内容を審査の上、当該突発事故復旧事業の事業費を

決定し、農村振興局長が別に定める様式による採択通知書を交付し

て、その結果を都府県知事（北海道にあっては、北海道開発局長を経

由して北海道知事）に通知する。 

２ １により通知を受けた都道府県知事は、当該事業計画書等の変更

（軽微なものを除く。）をしようとするときは、農村振興局長が別に

定めるところにより、あらかじめ地方農政局長に協議し、その同意

を得なければならない。 

３ １により通知を受けた都道府県知事は、当該突発事故復旧事業を

中止し、又は廃止したときは、農村振興局長が別に定めるところに

より、その旨を地方農政局長に報告しなければならない。 

 

第９ 助成 

１ （略） 

２ 助成を行う会計年度は、突発事故が発生し、又は事故の兆候を確

認した年の４月１日の属する会計年度とする。 

３ （略） 

 

第９ 助成 

１ （略） 

２ 助成を行う会計年度は、突発事故の発生した年の４月１日の属す

る会計年度とする。 

３ （略） 

 

第10 事業費目の内容 第10 事業費目の内容 
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事業計画に関する書類に計上する事業費の各費目の内容は、次に掲

げるものとする。 

１ 本工事費 

工事（工事に必要な仮設工事を含む。）の施行に必要な労務費、材

料費（材料の運搬費及び保管料を含む。）及び土地の借料並びに事業

主体が負担する労務者保険料（労働者災害補償保険料、雇用保険料、

厚生年金保険料、健康保険料等をいう。）とする。ただし、請負施行

の場合にあっては、直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管

理費等とし、その内容については農村振興局長が別に定めるところ

による。 

２～５ （略） 

 

事業計画書等に計上する事業費の各費目の内容は、次に掲げるもの

とする。 

１ 本工事費 

復旧工事（工事に必要な仮設工事を含む。）の施行に必要な労務費、

材料費（材料の運搬費及び保管料を含む。）及び土地の借料並びに事

業主体が負担する労務者保険料（労働者災害補償保険料、雇用保険

料、厚生年金保険料、健康保険料等をいう。）とする。ただし、請負

施行の場合にあっては、直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一

般管理費等とし、その内容については農村振興局長が別に定めると

ころによる。 

２～５ （略） 

 

第11 緊急応急工事 

第４の１の（３）の緊急応急工事について、都道府県、市町村、土地

改良区又は土地改良区連合は、農村振興局長が別に定めるところによ

り、第６から第８までに掲げる規定によらず、これを施行することが

できる。この場合において、緊急応急工事と認めるものは、写真その他

の証拠書類等によって事故の状況及び工事の竣工並びに工事費の精算

等が確認できるものに限るものとする。 

 

第11 緊急応急工事 

第４の３の緊急応急工事について、都道府県、市町村、土地改良区又

は土地改良区連合は、農村振興局長が別に定めるところにより、第６

から第８までに掲げる規定によらず、これを施行することができる。

この場合において、緊急応急工事と認めるものは、写真その他の証拠

書類等によって事故の状況及び工事の竣工並びに工事費の精算等が確

認できるものに限るものとする。 

 

第12 書類等の整備 

１ （略） 

２ 都道府県知事は、間接事業を行う場合に制定する補助金交付規定

に、間接事業に係る突発事故復旧事業又は事故防止事業を行う者は

前項に準ずる書類等を整備しなければならない旨の規定を設けるも

のとする。 

第12 書類等の整備 

１ （略） 

２ 都道府県知事は、間接事業を行う場合に制定する補助金交付規定

に、間接事業に係る突発事故復旧事業を行う者は前項に準ずる書類

等を整備しなければならない旨の規定を設けるものとする。 
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附 則 

この改正は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

  

  


